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水素・燃料アンモニアの利用に関する
海外の状況



About

日本における非営利独立組織

持続可能な社会の実現ために、調査分析・エンゲー

ジメント・コミュニケーションを通じて気候政策と

行動を促進

領域：気候政策・外交・金融・コミュニケーション

科学と政治と社会をつなぐ統合的なアプローチで

さまざまなアクターの脱炭素への取り組みを支援



水素・アンモニアの利用先（直接燃焼）の想定
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用途 用途（中分類） 水素 アンモニア

電力
石炭火力への混焼・専焼 ○

ガス火力への混焼・専焼 ○

非電力
（燃料）

熱利用（工業炉等） ○ ○

船舶等用のエンジン ○
（短〜中距離）

○
（長距離）

モビリティ・定置用等の
燃料電池 ○

非電力
水素還元製鉄 ○

基礎化学品合成 ○

l 水素・アンモニアの利用を発電部門で強力に推し進めているのは日本だけ

出典：資源エネルギー庁 水素・アンモニアサプライチェーン投資促進・ 需要拡大策について(2022.4.18) より作成

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/pdf/002_01_00.pdf


IEA（国際エネルギー機関）の Net Zero by 2050（2021.5）

4出典：IEA Net Zero by 2050, IGES 有野洋輔氏資料より

l 重要なマイルストーン
l 2030年 先進国はCCUSのない石炭火力段階的廃止
l 2035年 先進国の電気がネットゼロ排出に



国際合意：2021年G7首脳コミュニケ（2021.6. 英国）
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l 石炭火力のこれからについて明確な方向性

• ２０３０年代の電力システムの最大限の脱炭素化を達成し、それを更に加
速させる行動にコミットする。

• 政府開発援助、輸出金融、投資、金融・貿易促進支援等を通じた、CCUS
のない石炭火力発電 (unabated coal)*への政府による新規の国際的な直

接支援を２０２１年末までに終えることを今コミットする。

*unabated coalとは
・日本政府訳 = 排出削減対策が講じられていない石炭火力

・国際的解釈＝CCUS（二酸化炭素回収利用貯留技術）の備えのない石炭火力発電

すでに政府は、昨年のG7で

2030年代の電力システムの最大限の脱炭素化を約束している



国際合意・OECDガイドライン
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l 石炭火力輸出支援の制限に関する合意（OECD公的輸出信用アレンジメント）

• 禁止条項
• 新規の石炭火力発電所・関連設備やサービス（人材育成も含む）
• 既存の石炭火力発電所への設備の輸出支援

• ただし、環境改善*を目的とする設備や発電所の寿命延長・設備拡大をもたらさないもの
であればよい

• 効果的なCCUS付き発電所は、上記の禁止に該当しない
• CCUSのない技術を含めたい場合は、参加国の要請でレビューし、コン

センサスで決定する。

*環境改善=大気・水質汚染、CO2排出アベイトメント
出典：OECD, “Agreement to limit support for coal related transaction” 

岸田首相のCOP26演説「アジアで化石火力をアンモニア・水素などのゼロエミ火力に転
換するため1億ドル規模の先導的な事業を展開する」は、CCUS付きではなく、発電所の
寿命延長をもたらすものであり、このOECDルールから逸脱している。

https://www.oecd.org/trade/topics/export-credits/documents/Participants%20agreement%20on%20coal-fired%20power%20plants%20(02-11-2021).pdf


IPCC 第６次評価報告書 第３作業部会
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l エネルギー部門の削減対策ポテンシャルに関して、アンモニア発電・水素発
電は対策メニューにない

出典：IPCC WG3 SPM Figure SPM.7,  国立環境研究所資料より抜粋

https://www-iam.nies.go.jp/aim/pdf/IPCC_AR6_WG3_SPM_220405.pdf


水素に関する国際動向（政府の整理）

8出典：資源エネルギー庁⽔素・アンモニアサプライチェーン投資促進・需要拡⼤策について(2022.4.18)

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/pdf/002_01_00.pdf


政府のエネルギートランジションに向けたロードマップ策定支援

9出典：経済産業省「カーボンニュートラル実現に向けた 国際戦略」(2022.3.1)

l 日本型トランジションの波及へ？

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/green_transformation/pdf/004_03_00.pdf


まとめ
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l 世界的に、水素利用については、脱炭素化に向けた重要性が認識されている。
ただし、非電力部門が主。

l 世界で、火力部門の削減対策として進められているのは、石炭火力全廃。
• 昨年のG7で、2030年代の電力システムの最大限の脱炭素化に合意
• 今年のG7でも「2030年石炭火力全廃」「2035年電力部門の脱炭素化」が論点

l 火力部門への水素・燃料アンモニア混焼・専焼利用を積極的に進めているの
は日本だけ。G7合意・OECDルールから逸脱。

l アジアへの展開：途上国のトランジション支援で、化石燃料依存の継続と新
たな「座礁資産」の恐れ



（参考）日本の評価

l 日本の取り組みの評価は相当低い
• 気候政策：主要国65カ国中、45位（German Watch)
• 石炭火力政策：先進43カ国中、最下位（E3G)

11石炭火力政策評価 出典：E3G 気候政策評価 出典：German Watch
日本⇨

日本⇨

30カ国：2030年全廃決定
8カ国：全廃検討中か2030年以降全廃
5カ国：検討せず（含日本）
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ご静聴ありがとうございました


